憲法違反の「共謀罪」法案の強行採決衆議院通過に抗議し、
力あわせ必ず廃案に追い込みましょう
2017年5月23日
憲法改悪阻止各界連絡会議（憲法会議）
　「共謀罪」（「テロ等準備罪」）法案が、5月19日の衆議院法務委員会で、23日の本会議で「採択」が強行され、「通過した」として参議院に送られます。安倍政権のもとで自民党、公明党と日本維新の会が、「徹底審議」「委員会採決無効」との野党の要求や抗議も、さらには今国会で成立させる必要はないという民意をも無視し、数の力で押し通したもので、全く許されない暴挙です。断固抗議します。
「共謀罪」は、この間の限られた審議の中でも、その本質が明らかになりました。第一に、人々の「内心」を処罰の対象にするものであり、憲法がうたう個人の尊厳、自由と人権の諸規定に明確に反するものです。第二に、「テロ対策の国際組織犯罪防止条約批准のため」とする理由は真っ赤なウソです。政府自身がこの条約作成時に「テロ対策ではない」としてきました。第三に、「準備行為」の構成要件のあいまいさで捜査機関の〝でっちあげ〟を可能とします。第四に、捜査対象が捜査機関の恣意的判断で決められ、「一般人は無関係」などとはおよそいえません。かつて治安維持法が「限定された対象」で始められ、やがて一般国民をねらい、死刑を加えた歴史的事実から、「共謀罪」は現代版治安維持法となるものです。
「共謀罪」それ自体が持つ本質的な危険と矛盾が次つぎと明らかとなり、金田法務大臣が、まともに説明できないのは、この法案が憲法違反であり、国民との深刻な矛盾と破たんをきたしているからにほかなりません。数の力で強権的にしか押し通せない道理のなさは、安倍政権の暴走の本質でもあり、弱さでもあることは明らかです。「戦争法」の運用による「戦争する国」づくりと一体となった暗黒の監視社会をもたらす「共謀罪」の創設は、安倍首相による2020年めざす憲法第9条の改憲策動にも直結するものです。
メディアの世論調査では、賛否に大きな変化が生まれ、「政府の説明が不十分」「急ぐ必要はない」が多数を占めています。1万人が国会を包囲（19日）、大阪で4000人が集会・デモ（21日）など世論が大きく変化し、運動は日々盛り上がっています。
憲法会議は、こうした不安や危惧を持つ多数の国民に寄り添い、広範な人たちとの共同を画期的に拡大し、参議院のたたかいで法案を4度廃案にするために全力をあげます。
